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(57)【要約】
【課題】不可避的に建具枠に幅方向廻りの回転力が長期
に亘って生じる場合にも、当該回転力に対する建具枠の
傾きを確実に抑止する。
【解決手段】開口下地１５と建具枠３０のいずれか一方
に当接する基部２と、該基部２を開口下地１５と建具枠
３０のいずれか一方に取り付けた状態でいずれか他方の
幅方向と直交する方向に突出し、且つ、弾性を有しつつ
、開口下地１５と建具枠３０のいずれか他方に当接する
一対の脚部３，４と、を備え、基部２には、建具枠３０
と開口下地１５のいずれか一方に固定される固定部２ａ
が設けられ、一対の脚部３，４は、開口下地１５の幅と
同程度若しくはこれより小さい幅を有し、基部２から突
出する弾性変形部３ｂ，４ｂと、該弾性変形部３ｂ，４
ｂの先端に形成された当接部３ａ，４ａとを備え、少な
くとも当該当接部３ａ，４ａが他方の部材の幅方向に連
続又は不連続な線状に配置されている。
【選択図】図３
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　壁に形成される開口下地と、該開口下地に取り付けられる建具枠との間に設けられて当
該建具枠の開口下地に対する離間距離を調整する建具枠調整具であって、
　前記開口下地と建具枠のいずれか一方に当接する基部と、
　該基部を前記開口下地と建具枠のいずれか一方に取り付けた状態で当該開口下地と建具
枠のいずれか一方の幅方向と直交する方向に突出し、且つ、弾性を有しつつ、前記開口下
地と建具枠のいずれか他方に当接する一対の脚部と、を備え、
　前記基部には、前記建具枠と前記開口下地のいずれか一方に固定される固定部が設けら
れ、
　前記一対の脚部は、前記開口下地の幅と同程度若しくはこれより小さい幅を有して形成
されており、
　基部から突出する弾性変形部と、
　該弾性変形部の先端に形成されて前記開口下地と建具枠のいずれか他方と当接する当接
部とを備え、
　少なくとも当該当接部が前記開口下地と建具枠のいずれか他方の幅方向に連続又は不連
続な線状に配置されている
ことを特徴とする建具枠調整具。
【請求項２】
　前記一対の脚部には、前記弾性変形部の１又は複数個所に弾性力を低減させる低減部が
設けられていることを特徴とする請求項１に記載の建具枠調整具。
【請求項３】
　前記固定部は、前記基部の幅方向中心から偏心した位置に設けられ、
　前記低減部は、前記幅方向でみて前記基部の一方の側端部と固定部との間の間隔を小と
する側の弾性変形部の面積を前記基部の他方の側端部と固定部との間隔を大とする側の弾
性変形部の面積よりも大きくして、前記基部の一方の側端部に沿って設けられる当接部と
前記固定部との間に生じるモーメントと、基部の他方の側縁部に沿って設けられる当接部
の前記固定部との間に生じるモーメントとを等しくさせる位置に設けられている
ことを特徴とする請求項２に記載の建具枠調整具。
【請求項４】
　前記一対の脚部には、前記当接部から前記開口下地と前記建具枠のいずれか一方に向け
て延在する補助脚部が設けられており、
　各補助脚部は、
　前記脚部の当接部から突出する補助弾性変形部と、
　該補助弾性変形部の先端に形成されて前記開口下地と建具枠のいずれか一方と当接する
補助当接部とを備え、
　少なくとも当該補助当接部が前記他方の部材の幅方向に連続又は不連続な線状に配置さ
れている
ことを特徴とする請求項１に記載の建具枠調整具。
【請求項５】
　前記脚部と補助脚部とを交互に複数個有することを特徴とする請求項４に記載の建具枠
調整具。
【請求項６】
　前記脚部と補助脚部には、前記弾性変形部と前記補助弾性変形部の弾性力を低減させる
低減部が１又は複数個所に設けられていることを特徴とする請求項４又は請求項５に記載
の建具枠調整具。
【請求項７】
　前記固定部は、前記基部の幅方向中心から偏心した位置に設けられ、
　前記低減部は、前記幅方向でみて前記基部の一方の側端部と固定部との間の間隔を小と
する側の弾性変形部と補助弾性変形部の面積を前記基部の他方の側端部と固定部との間隔
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を大とする側の弾性変形部と補助弾性変形部の面積よりも大きくして、前記基部の一方の
側端部に沿って設けられる当接部と前記固定部との間に生じるモーメントと、基部の他方
の側縁部に沿って設けられる当接部の前記固定部との間に生じるモーメントとを等しくさ
せる位置に設けられている
ことを特徴とする請求項６に記載の建具枠調整具。
【請求項８】
　前記脚部の低減部は、前記基部を介して対称となる位置にそれぞれ形成されている
ことを特徴とする請求項２又は請求項６に記載の建具枠調整具。
【請求項９】
　前記低減部は、少なくとも前記弾性変形部を肉抜きして形成される
ことを特徴とする請求項２又は請求項６又は８に記載の建具枠調整具。
【請求項１０】
　壁に形成される開口下地と、
　該開口下地に取り付けられる建具枠と、
　前記建具枠と前記開口下地のいずれか一方に固定される固定部と、
　該開口下地と建具枠との間に設けられて当該建具枠の開口下地に対する離間距離を調整
する建具枠調整具と、
を備え、
　該建具枠調整具は、
　前記開口下地と建具枠のいずれか一方に当接する基部と、
　該基部を前記開口下地と建具枠のいずれか一方に取り付けた状態で当該開口下地と建具
枠のいずれか一方の軸方向に突出し、且つ、弾性を有しつつ、前記開口下地と建具枠のい
ずれか他方に当接する一対の脚部と、を備え、
　前記基部には、前記建具枠と前記開口下地のいずれか一方に固定される固定部が設けら
れ、
　前記基部と前記一対の脚部のいずれか一方又は両方は、前記建具枠の幅と同程度若しく
はこれより小さい幅を有して形成されており、
　前記基部から突出する弾性変形部と、
　該弾性変形部の先端に形成されて前記開口下地と建具枠のいずれか他方と当接する当接
部とを備え、
　少なくとも当該当接部が前記他方の部材の幅方向に連続又は不連続な線状に配置されて
いる
ことを特徴とする建具枠調整構造。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、建具枠調整具及び建具枠調整構造に関する。さらに詳述すると、本発明は、
間仕切壁等に建具枠を取り付ける際の取付け作業を容易にし、かつ、取付け後に生じた狂
いを、建具枠を取り外すことなく簡単に調整することができるようにした後付建具枠材の
取付調整具に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、建具枠を間仕切壁等に固定する場合、間仕切壁開口部の小口部を形成する間仕切
壁開口部下地に建具枠を配置し、当該間仕切壁開口部下地と建具枠の間に複数の隙間調整
部材（パッキン）を挟み込み、建具枠が垂直に取り付けられていることを確認し、次いで
、各隙間調整部材に対応した建具枠の内側から木ネジを螺合し、建具枠を間仕切壁開口部
下地に固定する方法が知られているが、この種の固定方法では、隙間調整部材を適切な厚
みに揃えるのに大変な手間を要していた。即ち、隙間調整部材を仮付けした状態で、目測
や下げ振り等の手段により建具枠の垂直度を確認し、隙間調整部材を適切な厚みに調整し
て固定する作業を繰り返し行うので、この調整に大変な作業時間を要することになるので
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ある。また、このような手段により建具枠を固定しても、経年変化等により建具枠に狂い
を生じることがあるが、この場合には狂いを矯正するためには、仕上げ部たる建具枠を解
体するなどして再び隙間調整部材を調整しなければならず、この場合も最初の取付け時と
同様に大変な作業時間を要していた。
【０００３】
　かかる問題を解決すべく、特許文献１には、建物の壁に設けられた開口部を形成する開
口下地枠に対して取り付けられる建具枠の鉛直度や水平度を調整、固定するための板バネ
及びこの板バネを用いた建具枠の施工方法に関する技術が開示されている。この板バネは
、建具枠の開口下地枠側に取り付けられる本体部分と、本体部分の左右両端から開口下地
枠に向かって突出する弾性変形可能な一対の脚部を有し、さらに、本体部分には、建具枠
に形成される取付調整ネジ挿入穴と連通する取付調整ネジ穴が形成されており、建具枠の
取付調整ネジ挿入穴から板バネの本体部分の取付調整ネジ穴を経て、開口下地枠に取付調
整ネジを螺着させることによって、建具枠の開口下地枠への取り付けと、建具枠の鉛直度
や水平度の調整、固定を行うことを特徴としている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２０００－１６０９４２号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　ところで、この種の開口枠において、例えば、丁番などにより開度が制限されている開
き扉を全開したようなときに、建具枠には、当該建具枠の幅方向廻りの回転力が作用しや
すく、これによって建具枠が開口下地に対し、当該開口下地の長手方向の軸廻りに姿勢を
傾けた状態となってしまう（以下、かかる現象を「ころび」とも称する）ことが考えられ
る。また、開口に引き戸を設ける場合には、当該引き戸の戸先が建具枠の幅に対し中心と
なる位置から偏心した位置で当該建具枠にぶつかることとなり、これによっても建具枠に
戸先の衝突に伴うモーメントが作用して、上記と同様に建具枠が姿勢を傾けた状態となっ
てしまうことが考えられ、当該傾きを長期に亘って抑止することが望まれている。
【０００６】
　しかしながら、上述した建具枠の施工方法においては、建具枠の幅方向廻りの「ころび
」を生じさせるモーメントに対して十分に抗することができず、傾きやすい。具体的には
、特許文献１に開示の板バネは、脚部の独立した弾性変形を可能とすべく、板バネの本体
部分の長手方向の両端部から脚部が当該本体部分から開き傾斜状に突出する方向に延びて
いる構成となっているので、各脚部の基端部は建具枠の中央部分に寄ってしまうのみなら
ず、板バネの幅方向で見ると脚部の先端と基端部との間に所定の間隔が形成されることと
なり、これによって、上記回転力に対して脚部のバネ性を発揮させやすいものとなり、却
ってころびを発生させやすいものとなってしまうという問題がある。また、上記と特許文
献１に開示される板バネは、バネ性を発揮する脚部が左右独立して開口下地に当接する構
造となっているが、これら脚部は左右それぞれにおいて開口下地といわば点接触した構造
となっており、下地の凹凸の影響を受けやすく、場合によっては、ころびを生じさせる回
転力に対し左右均等に抗することができないことがある。
【０００７】
　本発明は、このような問題を解決するためになされたものであり、建具枠を開口下地に
対して取り付けた後に当該建具枠を取り外すことなく建具枠と開口下地との間の間隔を調
整可能な建具枠調整具及び建具枠調整構造であって、建具枠に幅方向廻りの不可避的な回
転力（モーメント）が瞬時的あるいは長期的に作用する場合にも、当該回転力に対する建
具枠の傾きを確実に抑止することができる建具枠調整具及び建具枠調整構造を提供するこ
とを目的とする。
【課題を解決するための手段】
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【０００８】
　（１）上記課題を解決すべく、本発明の具体的構成は、壁に形成される開口下地と、該
開口下地に取り付けられる建具枠との間に設けられて当該建具枠の開口下地に対する離間
距離を調整する建具枠調整具であって、前記開口下地と建具枠のいずれか一方に当接する
基部と、該基部を前記開口下地と建具枠のいずれか一方に取り付けた状態で当該開口下地
と建具枠のいずれか一方の幅方向と直交する方向に突出し、且つ、弾性を有しつつ、前記
開口下地と建具枠のいずれか他方に当接する一対の脚部と、を備え、前記基部には、前記
建具枠と前記開口下地のいずれか一方に固定される固定部が設けられ、前記一対の脚部は
、前記開口下地の幅と同程度若しくはこれより小さい幅を有して形成されており、基部か
ら突出する弾性変形部と、該弾性変形部の先端に形成されて前記開口下地と建具枠のいず
れか他方と当接する当接部とを備え、少なくとも当該当接部が前記他方の部材の幅方向に
連続又は不連続な線状に配置されていることを特徴としている。
【０００９】
　これによれば、少なくとも一対の脚部は、建具枠又は開口下地のいずれか他方に対して
、幅方向に配置された当接部を介して当接することとなる。また、当該当接部及び弾性変
形部が開口下地の幅よりも幅と同程度若しくはこれより小さい幅を有して形成されるので
、少なくとも基部の幅方向の両端縁部に当接部及び弾性変形部が位置し、これによって開
口下地（又は建具枠）の幅方向の両端部近傍に各脚部の当接部と弾性変形部が設けられる
こととなる。このため、建具枠調整具の幅方向の両端側に反発力の中心を設けることがで
き、これによって、当該建具枠に幅方向の回転力が作用する場合でも、建具枠が傾くのを
脚部によって抑止することができる。
【００１０】
　（２）前記一対の脚部には、前記弾性変形部の１又は複数個所に弾性力を低減させる低
減部が設けられていることが好ましい。
【００１１】
　建具枠調整具を形成する材料によっては、建具枠調整部の幅方向に亘って一様に弾性変
形部を設けると弾性力が過大となり、これによって留め付け具の開口下地への締め付けを
著しく大きなものとしなければ一対の脚部に充分な弾性力を付与することができないこと
が考えられるが、本構成により、一対の脚部の弾性変形部の１又は複数個所に低減部が設
けられるため、当該低減部によって建具枠調整具の外形を変更することなく弾性力を調整
することができるものとなり、一対の脚部に良好に弾性力を発揮させることができるもの
となる。
【００１２】
　（３）また、前記固定部は、前記基部の幅方向中心から偏心した位置に設けられ、前記
低減部は、前記幅方向でみて前記基部の一方の側端部と固定部との間の間隔を小とする側
の弾性変形部の面積を前記基部の他方の側端部と固定部との間隔を大とする側の弾性変形
部の面積よりも大きくして、前記基部の一方の側端部に沿って設けられる当接部と前記固
定部との間に生じるモーメントと、基部の他方の側縁部に沿って設けられる当接部の前記
固定部との間に生じるモーメントとを等しくさせる位置に設けられていることが好ましい
。
【００１３】
　基部に対し固定部を偏心させると、一対の脚部に生じさせる弾性力が、建具枠調整具の
幅方向において偏ってしまうことが考えられるが、上述の如く低減部を設けることにより
、建具枠調整具の幅方向の両端部にはそれぞれ等しくモーメントが作用することとなり、
これによって、各脚部全体での弾性力は幅方向において均される。この結果、弾性力は建
具枠調整具の幅方向において等しく作用することとなり、開口下地と建具枠の間の間隔を
幅方向において等しく維持することができるものとなっている。
　したがって、本構成によれば、固定部の位置を建具枠の幅方向の中央に設ける必要がな
く、固定部の位置を自由に設定することができる。
【００１４】
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　（４）また、前記一対の脚部には、前記当接部から前記開口下地と前記建具枠のいずれ
か一方に向けて延在する補助脚部が設けられており、各補助脚部は、前記脚部の当接部か
ら突出する補助弾性変形部と、該補助弾性変形部の先端に形成されて前記開口下地と建具
枠のいずれか一方と当接する補助当接部とを備え、少なくとも当該補助当接部が前記他方
の部材の幅方向に連続又は不連続な線状に配置されていることが好ましい。
【００１５】
　これによれば、各脚部は、開口下地と建具枠のいずれか一方に一対の脚部を当接させた
状態で、いずれか他方に各補助脚部を当接させることができる。これによって、建具枠は
、建具枠調整具を介して開口下地に取り付けられるものの、当該建具枠調整具は、これら
建具枠と開口下地のいずれか一方に基部と、補助脚部が当接すると共に、いずれか他方に
一対の脚部が当接することとなり、開口下地に対する建具枠の取り付け姿勢をより安定さ
せたものとすることができる。
【００１６】
　（５）また、姿勢を安定させる点に鑑みれば、前記脚部と補助脚部とを交互に複数個有
する構成を採用することは好ましい。
【００１７】
　（６）また、前記脚部と補助脚部には、前記弾性変形部と前記補助弾性変形部の弾性力
を低減させる低減部が１又は複数個所に設けられていることが好ましい。
【００１８】
　建具枠調整具を形成する材料によっては、建具枠調整部の幅方向に亘って一様に弾性変
形部を設けると弾性力が過大となり、これによって留め付け具の開口下地への締め付けを
著しく大きなものとしなければ一対の脚部に充分な弾性力を付与することができないこと
が考えられるが、本構成により、一対の脚部の弾性変形部の１又は複数個所に低減部が設
けられるため、当該低減部によって建具枠調整具の外形を変更することなく弾性力を調整
することができるものとなり、一対の脚部に良好に弾性力を発揮させることができるもの
となる。
【００１９】
　（７）また、前記固定部は、前記基部の幅方向中心から偏心した位置に設けられ、前記
低減部は、前記幅方向でみて前記基部の一方の側端部と固定部との間の間隔を小とする側
の弾性変形部と補助弾性変形部の面積を前記基部の他方の側端部と固定部との間隔を大と
する側の弾性変形部と補助弾性変形部の面積よりも大きくして、前記基部の一方の側端部
に沿って設けられる当接部と固定部との間に生じるモーメントと、基部の他方の側縁部に
沿って設けられる当接部の固定部との間に生じるモーメントとを等しくさせる位置に設け
られていることが好ましい。
【００２０】
　基部に対し固定部を偏心させると、一対の脚部及び補助脚部に生じさせる弾性力が、建
具枠調整具の幅方向において偏ってしまうことが考えられるが、上述の如く低減部を設け
ることにより、建具枠調整具の幅方向の両端部にはそれぞれ等しくモーメントが作用する
こととなり、これによって、補助脚部を含めた脚部全体での弾性力は幅方向において均さ
れる。この結果、弾性力は建具枠調整具の幅方向において等しく作用することとなり、開
口下地と建具枠の間の間隔を幅方向において等しく維持することができるものとなってい
る。
　したがって、本構成によれば、固定部の位置を建具枠の幅方向の中央に設ける必要がな
く、固定部の位置を自由に設定することができる。
【００２１】
　（８）また、前記脚部の低減部は、前記基部を介して対称となる位置にそれぞれ形成さ
れていることが好ましい。
【００２２】
　当該低減部が基部を介して対称な位置に形成されるため、当該低減部の存在によっても
これら一対の脚部に共に等しく弾性力を発揮させることができ、低減部の存在によって一
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対の脚部の間で弾性力が偏ってしまうことを抑止することができるものとなるのである。
【００２３】
　（９）また、前記低減部は、少なくとも前記弾性変形部を肉抜きして形成されることが
好ましい。
【００２４】
　これによれば、各脚部に低減部を容易に形成することができるものとなる。また、当該
肉抜きの大きさによって各脚部に発揮させる弾性力を変化させることができるものとなる
ので、当該弾性力の調整を容易に行うことができるものとなっている。
【００２５】
　（１０）また、壁に形成される開口下地と、該開口下地に取り付けられる建具枠と、前
記建具枠と前記開口下地のいずれか一方に固定される固定部と、該開口下地と建具枠との
間に設けられて当該建具枠の開口下地に対する離間距離を調整する建具枠調整具と、を備
え、該建具枠調整具は、前記開口下地と建具枠のいずれか一方に当接する基部と、該基部
を前記開口下地と建具枠のいずれか一方に取り付けた状態で当該開口下地と建具枠のいず
れか一方の軸方向に突出し、且つ、弾性を有しつつ、前記開口下地と建具枠のいずれか他
方に当接する一対の脚部と、を備え、前記基部には、前記建具枠と前記開口下地のいずれ
か一方に固定される固定部が設けられ、前記基部と前記一対の脚部のいずれか一方又は両
方は、前記建具枠の幅と同程度若しくはこれより小さい幅を有して形成されており、前記
基部から突出する弾性変形部と、該弾性変形部の先端に形成されて前記開口下地と建具枠
のいずれか他方と当接する当接部とを備え、少なくとも当該当接部が前記他方の部材の幅
方向に連続又は不連続な線状に配置されていることが好ましい。
【００２６】
　これによれば、少なくとも一対の脚部は、建具枠又は開口下地のいずれか他方に対して
、幅方向に配置された当接部を介して当接することとなる。また、当該当接部及び弾性変
形部が開口下地の幅よりも幅と同程度若しくはこれより小さい幅を有して形成されるので
、少なくとも基部の幅方向の両端縁部に当接部及び弾性変形部が位置し、これによって開
口下地（又は建具枠）の幅方向の両端部近傍に各脚部の当接部と弾性変形部が設けられる
こととなる。このため、建具枠調整具の幅方向の両端側に反発力の中心を設けることがで
き、これによって、当該建具枠に幅方向の回転力が作用する場合でも、建具枠が傾くのを
脚部によって抑止することができる。
【発明の効果】
【００２７】
　本発明によれば、不可避的に建具枠に幅方向廻りの回転力が長期に亘って生じる場合に
も、当該回転力に対する建具枠の傾きを確実に抑止することができる。
【図面の簡単な説明】
【００２８】
【図１】本発明に係る建具枠調整具が適用可能な建具が取り付けられる建物の開口枠の例
を示す斜視図である。
【図２】建物の開口枠の正面図である。
【図３】本発明の第１の実施形態を示す、建具枠調整具により開口下地に取り付けられた
建具枠の取付状態を示す側面からの図である。
【図４】建具枠の表面からみた建具枠調整具の正面図である。
【図５】本発明の第２の実施形態を示す、肉抜きが設けられた建具枠調整具の正面図であ
る。
【図６】本発明の第３の実施形態を示す、肉抜きが設けられた建具枠調整具の正面図であ
る。
【図７】建具枠調整具に作用するモーメントについて説明するための概略図である。
【図８】基部を介して肉抜き（低減部）が非対称に設けられた建具枠調整具の一例を示す
図である。
【図９】本発明における固定部の他の形態例を示す建具枠調整具の側面からの図である。
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【図１０】本発明における固定部の他の形態例を示す建具枠調整具の正面図である。
【発明を実施するための形態】
【００２９】
　以下、図面を参照しつつ本発明に係る建具枠調整具及び建具枠調整構造の実施形態につ
いて詳細に説明する。
【００３０】
　図１、図２に示す如く、建具枠２０，３０，４０が設けられる建物の内部空間は、床１
１と、天井１２と、該床１１から天井１２まで延在して居室間又は居室と廊下とを区画す
る間仕切壁１４とを備えている。
【００３１】
　特に図示はしないが、間仕切壁１４は、例えば建物の床スラブの上面に敷設された床下
地材と、該床下地材に対向する複数の天井野縁（図１中で符号１３で示す）との間に、該
複数の天井野縁１３と直交する方向に延設されて、当該階の空間を仕切り、その両側に居
室又は居室と廊下をそれぞれ構成している。また、当該間仕切壁１４には、居室間（また
は居室と廊下の間）を人が往復するための開口部が設けられている。当該開口部の縁部に
は、仕上材としての建具枠が設けられている。また、開口部内には、建具枠の内側に収容
されて当該開口部を開閉する一対の引戸や扉（いずれも図示省略）などが設けられる。開
口部は、間仕切壁１４を切り欠いて形成される長方形状を呈しており、当該開口部の両側
縁および上縁が間仕切壁１４によって規定され、下縁が床１１によって規定される。また
、開口部が形成されることにより、間仕切壁１４の小口面が露出することとなるが、各小
口面には長尺状の開口下地が取り付けられ、該開口下地に仕上材としての建具枠が取り付
けられる。
【００３２】
　建具枠は、開口部の各縁部に沿って設けられるものであって、本実施形態の場合には、
開口部の下縁に沿って設けられる下側建具枠（敷居）２０と、開口部の側縁に沿って設け
られる横側建具枠（竪枠）３０と、開口部の上縁に沿って設けられる上側建具枠（鴨居）
４０とからなり、各建具枠２０，３０，４０の端部は隣り合うそれぞれ隣り合う建具枠２
０，３０，４０の端部に接続されている。
【００３３】
　次に、本発明に係る建具枠調整具１及び建具枠調整構造の実施形態を説明する。
【００３４】
（第１の実施形態）
　本発明に係る建具枠調整具１は、間仕切壁１４に設けられる開口下地１５と、該開口下
地１５に取り付けられる横側建具枠３０（以下、単に建具枠という）との間に設けられて
当該建具枠３０の開口下地１５に対する離間距離を調整する調整具である。本実施形態の
建具枠調整具１は、基部２と、一対の脚部３，４と、一対の補助脚部５、６を備えた構成
であって、例えばバネ性（弾性）を有する金属製の平板が側面視波形（あるいはＷ形）と
なるようにプレス加工される等して形成されている（図３等参照）。
【００３５】
　基部２は、開口下地１５と建具枠３０のいずれか一方に当接する部分である。本実施形
態の基部２は建具枠３０と当接するものであり、尚かつ建具枠３０との当接部分が当該建
具枠３０の幅方向（以下、当該建具枠３０の幅方向に一致する方向のことを、特段の断り
が必要なければ単に幅方向ともいう）に延設されて該建具枠３０と幅方向に直線状に線接
触する（本明細書において線状とは、厳密な意味での線のみならず所定の幅を有する帯状
である場合も含む）ように形成されている（図４等参照）。このため、当該建具枠３０に
幅方向の回転力が作用したとしても、当該回転力に対する建具枠３０の傾きを抑止するこ
とが可能となっている。この基部２の中心部には、留め付け具１６を挿通させる挿通孔（
固定部）２ｂが設けられている。
【００３６】
　脚部３，４は、開口下地１５と建具枠３０のいずれかに弾性的に当接するよう基部２の
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両側に一対設けられているものである。
　本実施形態の脚部３，４は、当該基部２の幅方向の一方の側端部から他方の側端部に亘
って設けられている。また、各脚部３，４は、上述の基部２を建具枠３０に当接させた状
態で、当該建具枠３０の幅方向と直交する方向となる建具枠３０の長尺方向に延在して設
けられており、該基部２から離間する方向に傾斜状に突出する弾性変形部３ｂ，４ｂと、
該弾性変形部３ｂ，４ｂの先端部に設けられて開口下地１５に接触する当接部３ａ，４ａ
とを備えている。
【００３７】
　該当接部３ａ，４ａは、建具枠調整具１の幅方向に直線状に延在しており、該開口下地
１５と線接触する（図４参照）。例えば本実施形態では、これら当接部３ａ，４ａが開口
下地１５の幅方向に連続するように脚部３，４がそれぞれ形成されている。このため、当
該建具枠３０に幅方向の回転力（ころびを生じさせるモーメント）が作用したとしても、
当該回転力に対する建具枠３０の傾きを抑止することが可能となっている。
　また、これら一対の脚部３，４を含め本実施形態の建具枠調整具１は、開口下地１５の
幅と同程度若しくはこれより小さい幅を有するように形成されているので、上述の如き建
具枠３０の傾きを最大限抑止しつつ、建具枠調整具１の一部が外部から視認されないもの
となっている。
【００３８】
　また、脚部３，４は、弾性変形部３ｂ，４ｂにおいて弾性（バネ性）を有するように形
成されている。こうした場合、各当接部３ａ，４ａを、開口下地１５に弾性的に接触する
部位として機能させることができ、これら一対の弾性変形部３ｂ，４ｂの拡縮に応じて基
部２及び該基部２に接続される建具枠３０を開口下地１５に対して近接離間させることが
可能となる。
【００３９】
　建具枠調整具１としては、上述の基部２および一対の脚部３，４を備えたもので足りる
が、脚部３，４を適宜延伸した構成としてもよい。本実施形態では、一対の脚部３，４を
それぞれ基部２から離間する方向に延伸させ、建具枠３０との補助当接部５ａ，６ａをそ
れぞれ有する補助脚部５，６を形成している（図３、図４参照）。補助脚部５，６および
補助当接部５ａ，６ａの形状や形態は特に限定されないが、本実施形態では補助脚部５，
６の幅を基部２や脚部３，４と同等とし、該脚部３，４の当接部３ａ，４ａから斜め傾斜
状に延在する補助弾性変形部５ｂ，６ｂと、該補助弾性変形部５ｂ，６ｂの先端部に形成
されて開口下地１５に当接する補助当接部５ａ，６ａとを備えている。
　また、該補助当接部５ａ，６ａは、建具枠３０の幅方向に連続する直線状を呈し、該建
具枠に線接触可能とされている。このような補助脚部５，６は、建具枠調整具１と建具枠
３０との当接領域を増やし、建具枠３０に幅方向の回転力が作用した場合の当該建具枠３
０の傾きをさらに効果的に抑止することを可能とする。このような建具枠調整具１は、矩
形の板状部材をプレスするだけで比較的簡単に成形することができるという利点がある。
【００４０】
　また、脚部３，４と同様、これら補助脚部５，６に補助弾性変形部５ｂ，６ｂにおいて
弾性（バネ性）を備えさせることが好ましい。こうした場合、補助当接部５ａ，６ａを、
建具枠３０に弾性的に接触する部位として機能させることができる。このような建具枠調
整具１によれば、脚部３，４の当接部３ａ，４ａを開口下地１５に当接させた状態で、補
助脚部５，６の補助当接部５ａ，６ａを建具枠３０に当接させることができる。建具枠３
０は建具枠調整具１を介して開口下地１５に取り付けられることになるが、本実施形態の
建具枠調整具１は、これら建具枠３０に、基部２と補助脚部５，６の補助当接部５ａ，６
ａとを弾性的に接触させ、さらに、開口下地１５には脚部３，４の当接部３ａ，４ａを弾
性的に接触させることとなるから、開口下地１５に対する建具枠３０の取り付け姿勢をよ
り安定させたものとなる。
【００４１】
　留め付け具１６は、建具枠３０を開口下地１５に近接離間可能に留め付けるもので、例
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えば、建具枠調整具１の挿通孔（固定部）２ｂに貫通させたネジ部を開口下地１５に螺合
させる固定用ビス等を利用することができる（図３参照）。本実施形態では、建具枠３０
に設けられた透孔３０ａおよび建具枠調整具１の挿通孔２ｂにこの留め付け具１６のねじ
部を挿通し、開口下地１５の所定位置にねじ込むことによって建具枠３０を開口下地１５
に留め付ける。留め付け具１６として、開口下地１５へのセルフタップが可能な木ネジや
、開口下地１５が金属下地である場合にあってはセルフタッピングネジ（セルフドリリン
グネジ）を用いることも好ましい。
【００４２】
（第２の実施形態）
　建具枠調整具１の脚部３，４や補助脚部５，６にこれらの弾性の強さを調整するための
低減部を複数設け、尚かつ各低減部の大きさを適宜調整することで、建具枠調整具１全体
の肉厚や曲げ形状を変えることなく当該建具枠調整具１の反発力（弾性力、バネ力）の調
整を行えるようにすることが好ましい。
　以下、具体例を本発明の第２の実施形態として説明する（図５参照）。
【００４３】
　本実施形態では、上記第１実施形態の建具枠調整具１の各脚部３，４と該脚部３，４に
連続する補助脚部５，６に亘って一対の低減部を設ける構成としている。
　具体的には、各脚部３，４の弾性変形部３ｂ，４ｂと当接部３ａ，４ａ、該脚部３，４
に連続する補助脚部５，６の補助弾性変形部５ｂ，６ｂに亘って低減部としての肉抜き７
を基部２の固定部たる挿通孔２ｂを介して左右一対設け、これによって各脚部３，４及び
補助脚部５、６の弾性力を低減させるようにしている（図５参照）。
【００４４】
　このような建具枠調整具１によれば、脚部３，４と補助脚部５、６において全体的に適
度な弾性力を発揮させることが可能となる。建具枠調整具は、それ自体がある程度の強度
を有する必要があるため、全体の肉厚を所定の厚さとして全体の強度が確保されることと
なるが、そうすると脚部３，４の弾性変形部３ｂ，４ｂや補助脚部５，６の補助弾性変形
部５ｂ，６ｂの弾性力が過大となることがある。このように弾性力が過大な場合、これに
よって留め付け具１６の開口下地１５への締め付けを著しく大きなものとしなければこれ
ら脚部３，４に充分な弾性力を付与することが難しくなることが生じうるが、本実施形態
の如く脚部３から補助脚部５に亘って、ならびに、脚部４から補助脚部６に亘って上述の
如き肉抜き７を設けて弾性力を適宜低減させることで、建具枠３０の開口下地１５に対す
る所定離間距離などに応じて脚部３，４に良好な弾性力を発揮させることが可能となる。
【００４５】
　なお、図５では、同等の大きさである複数の肉抜き７を一方の脚部３（４）と補助脚部
５（６）において左右均等に設け、且つ、一対の脚部３，４及び補助脚部５，６としてみ
た場合に基部２を中心として対称的に配置した場合を示したがこれは好適な一例にすぎな
い。複数の肉抜き７の大きさ（幅・深さ）や形状を適宜異ならせることができるし、配置
間隔を不均等にすることもできる（第３の実施形態参照）。
【００４６】
（第３の実施形態）
　基部２の固定部の位置が偏心する場合には、肉抜き７の位置や大きさを適宜異ならせる
ことで、建具枠調整具１の幅方向の反発力のバランスをとることが可能となる。ここでい
う基部２の固定部の偏心とは、該基部２を建具枠に留めつける留め付け具１６を挿通させ
る挿通孔２ｂの位置が、建具枠調整具１の中心から幅方向にずれている状態をいう。以下
、具体例を本発明の第３の実施形態として説明する（図６、図７参照）。
【００４７】
　本実施形態では、基部２の幅方向中心から偏心した位置に挿通孔２ｂを設け、さらに、
脚部３，４の弾性変形部３ｂ，４ｂ、当接部３ａ，４ａ、補助脚部５，６の補助弾性変形
部５ｂ，６ｂに亘る肉抜き７を、挿通孔２ｂに近い側（図６中、符号Ｒで示す側）の当接
部３ａ，４ａの幅を挿通孔２ｂに遠い側（図６中、符号Ｌで示す側）の当接部３ａ，４ａ
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の幅よりも大きくすると共に、両当接部３ａ，４ａに等しくモーメントを作用させる位置
に設けている（図６参照）。つまり、締め付け具１６を締め付けることにより建具枠調整
具１に荷重Ｎが作用した場合に、Ｒ側の脚部３，４における挿通孔２ｂからの距離ａの位
置に反力（応力）Ｐ１が作用し、Ｌ側の脚部３，４における挿通孔２ｂからの距離ｂの位
置に反力（応力）Ｐ２が作用し、中央の脚部（挿通孔２ｂが設けられた位置に配置された
脚部）３，４に反力（応力）Ｐ３が作用したとすれば、
　　　Ｐ１×ａ＝Ｐ２×ｂ
となるように、つまり挿通孔２ｂの位置を中心として建具枠調整具１全体でモーメントが
釣り合うように各肉抜き７が設けられている（図６、図７参照）。
【００４８】
　このように肉抜き７が設けられた建具枠調整具１によれば、肉抜き７によっていわば分
断された状態の各脚部３，４の当接部３ａ，４ａにおいて、全体として釣り合うモーメン
トが作用することとなるから、当該建具枠調整具１によって支持される建具枠３０に幅方
向の回転力（ころびを生じさせるモーメント）が作用するのを回避し、所定の状態（一般
には、開口下地１５に対して建具枠３０が平行に取り付けられた状態）を維持することが
できる。したがって、本実施形態の建具枠調整具１によれば、挿通孔２ｂの位置を建具枠
３０の幅方向の中央以外に配置したいという要請に応じ、当該挿通孔２ｂ（およびこれに
挿通させる留め付け具１６）の位置を自由に設定することが可能となる。
【００４９】
　ちなみに、図７に示したのは、モーメントの釣り合いについて説明するために簡素化し
て概略を示したモデルにすぎない。実際の設計においては、荷重および反力（応力）の態
様をより詳細に解析して肉抜き７やこれによって分断された状態となる各脚部３，４の形
状や大きさを適宜設定することができる。
【００５０】
　ここで、上述した肉抜き７の形状や大きさ等の態様は特に限定されることはないが、例
えば本実施形態では、これら肉抜き７を、基部２を介して対称となる位置に設けている（
図６参照）。こうした場合には、建具枠調整具１に荷重が作用した場合に各脚部３，４に
生じるあるいは発揮させる反力（応力）を、基部２の一方側の脚部３と他方側の脚部４と
で均等なものとすることができる。もちろん、これとは逆に、これら肉抜き７を基部２を
中心として大きさを異ならせたり、数を異ならせたり、あるいは上側（または下側）のみ
を補助脚部５（６）の補助当接部５ａ，６ａまで至る切り欠き形状としたりすることによ
って、上下方向において非対称となるように設けることも可能である（図８参照）。
【００５１】
　また、本実施形態では、上述した肉抜き７を、各脚部３，４の基部２から補助脚部５，
６の補助弾性変形部５ｂ，６ｂの先端部に亘って欠き込むことにより設けられる、比較的
成形しやすい形態としたが、もちろんこれ以外の形態とすることもできる。これ以外の形
態としては、例えばスリットやパンチ孔を設ける等を挙げることができる。要は、肉抜き
７は、各脚部３，４の弾性力を適宜低減させるために設けられる低減部の好適な一例にす
ぎず、同様の作用を奏しうる他形態の低減部が除外されることはない。
【００５２】
　次に、上述した各実施形態の建具枠調整具１を利用して建具枠３０を施工する場合の手
順の一例を簡単に示す。
【００５３】
　(1) 建具枠調整具１を、開口下地１５の所定位置に留め付ける。留め付けは、例えば釘
やタッカー等を利用しての仮止めなどで行うことができる。一つの建具枠３０に対して、
複数（例えば３～４個）の建具枠調整具１が設けられる。
【００５４】
　(2) 留め付け具１６を用いて建具枠調整具１及び開口下地１５に建具枠３０を留め付け
る（図３参照）。
【００５５】
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　(3) 下げ振り等を用い、建具枠３０の姿勢を確認する。
【００５６】
　(4) 建具枠３０の開口下地１５に対する離間距離を調整したい位置において、留め付け
具１６を緩め、または締め込むことによって建具枠３０が鉛直となるように姿勢を調整す
る。
【００５７】
　(5) 建具枠３０の姿勢を調整し終えたら、建具枠３０の透孔３０ａにキャップを被せる
等して目隠しする。
【００５８】
　上述した建具枠調整具１によれば、開口下地１５に建具枠３０を留め付けた状態で離間
距離を調整し、建具枠３０の姿勢を鉛直することや建具枠を直線状とすることが可能であ
るから、操作が煩雑でなく、調整が行いやすい。また、上述した建具枠調整具１はきわめ
て簡単な構造で済み、高い加工度を要しないから、計量化、コスト削減を図りやすいとい
う利点もある。
【００５９】
　さらに、この建具枠調整具１によれば、建具枠３０の取り付け後に締め付け具１６を締
め付けることによって当該建具枠３０の出入り（姿勢）を調整でき、しかも、調整可能な
範囲内おいて常に建具枠調整具１の弾性力を建具枠３０に作用させることができる。
【００６０】
　なお、上述の実施形態は本発明の好適な実施の一例ではあるがこれに限定されるもので
はなく本発明の要旨を逸脱しない範囲において種々変形実施可能である。例えば、上述し
た実施形態では、基部２および補助脚部５，６の補助当接部５ａ，６ａを建具枠３０に当
接させ、脚部３，４の当接部（線接触部位）３ａ，４ａを開口下地１５に当接させる建具
枠調整具１を示したが（図３等参照）、これは一例にすぎない。特に図示はしないが、こ
れとは逆、つまり、基部２および補助脚部５，６の補助当接部５ａ，６ａを開口下地１５
に当接させ、脚部３，４の当接部（線接触部位）３ａ，４ａを建具枠３０に当接させる態
様とした場合にも上述した各実施形態と同様の作用効果を奏しうる。
【００６１】
　また、上述した実施形態では、一対の脚部３，４において、当接部３ａ，４ａが開口下
地１５または建具枠３０の幅方向に配置されている場合の一例として、当該当接部３ａ，
４ａが幅方向に連続して線状に形成されているものを例示したがこれも好適な一例にすぎ
ない。このように幅方向に配置されていれば当接部３ａ，４ａが連続しているかどうかは
問題ではなく、例えば、スポット状の複数の当接部３ａ，４ａが幅方向に並ぶように配置
されているものであっても構わない。要は、建具枠３０において幅方向廻りの回転力が不
可避的に作用する状況下において、当該回転力に起因する建具枠３０の傾きを確実に抑止
することができるよう幅方向に配置されている限り、脚部３，４の当接部３ａ，４ａの具
体例はここまで説明したものに限られることはない。
　また、補助脚部５，６を設けることなく、一対の脚部３，４のみとする構成も採用可能
である。また、本実施形態では脚部３，４の弾性変形部３ｂ，４ｂと補助脚部５，６の補
助弾性変形部５ｂ，６ｂの長さを略同じとしているが、これら一方が他方よりも長い構成
を採用することも可能である。
【００６２】
　また、上述した実施形態では、建具枠調整具１を建具枠３０の裏面に留め付けて係止さ
せる場合について説明したが、これとは逆に、建具枠調整具１を開口下地１５に係止させ
る構成としてもよい。
【００６３】
　また、上述した実施形態では、本発明に係る建具枠調整具１を鉛直な建具枠３０に適用
した場合を例示したが、この他、水平方向に延びる上側建具枠４０に適用することもでき
る。
【００６４】
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　また、上述した実施形態では、開口下地１５と建具枠３０のいずれか一方に建具枠調整
具１を固定するため基部２に設けられる固定部の一例として挿通孔２ｂを例示したが、こ
れは好適な一例にすぎない。この他、建具枠調整具１が例えば開口下地１５から建具枠３
０を見て矩形枠となるように形成されている場合（図１０参照）、当該枠の両側の位置す
る基部２を、固定部として機能するタッカー１７等を用いて建具枠３０に留め付けること
としてもよい（図９参照）。この場合も留め付け具を締め込んでいくことにより、開口下
地１５と建具枠３０との間隔が狭まり、これによって脚部３，４と補助脚部５，６に弾性
力を付与することが可能となっている。このように、当該固定部の位置は建具枠３０の幅
方向の中央でなくてもよいため、当該固定部の位置を自由に設定することが可能となる。
【産業上の利用可能性】
【００６５】
　本発明は、壁に形成される開口下地と、該開口下地に取り付けられる建具枠との間に介
在する建具枠調整具に適用して好適である。
【符号の説明】
【００６６】
１…建具枠調整具、２…基部、２ｂ…挿通孔（固定部）、３，４…脚部、３ａ，４ａ…当
接部、３ｂ，４ｂ…弾性変形部、５，６…補助脚部、５ａ，６ａ…補助当接部、５ｂ，６
ｂ…補助弾性変形部、７…肉抜き（低減部）、１５…開口下地、１７…タッカー（固定部
）、３０…建具枠

【図１】 【図２】
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